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2003年にロンドン中心部で実施され、その後、
市の西部地区へと拡大されたロンドンの混雑課
金モデルは、十数年以上経った今でも同種の事
例において世界最大のものとなっている。目的は、
ロンドン中心部で車の一人乗りからのモーダルシ
フトをもたらし、混雑を緩和することである。このス
キームの最終的な成功は、政治的リーダーシップ、
詳細な実行戦略、そして慎重なステークホルダー
管理に起因している。

混雑課金エリアには、21平方キロメートルにわたって
174箇所の入口／出口に600台以上のカメラが設
置されている2。カメラにはゾーンに出入りする車両の
画像が記録され、ドライバーに課金するために、車
両は自動ナンバープレート認識（ANPR）システム
を使って登録データベースと照合される。

プロジェクトの規模が非常に大きく複雑であることか
ら、技術的・運用的課題が発生することは必至
だった。それに加えて、構想に対する支持を取り付け、
さらにスキームに反対するステークホルダーに対応する
という、大きな政治的・社会的課題にも直面した。

ここで重要な役割を果たしたのが、当時のロン
ドン市長だったKen Livingstone氏の政治的
リーダーシップである。市長は、ロンドン交通局
の数名の職員ととともに、スキームの設計にス
テークホルダーを関与させることで彼らの支持
を得るための戦略を考案した。

2000年7月、Livingstone市長はディスカッショ
ンペーパー「Hearing London’s Views」を公表
し、ロンドン自治区、国会議員、欧州議会議員、
経済団体、交通事業者を含む約400の主要ス
テークホルダーと共有した。2001年1月、市長は
市民の意見を聴取するための「交通戦略」を発
表し、8,000件の回答を得たが、そのほとんどが
提案されたスキームを支持するものであった3。この
アプローチにより、スキームに多くの修正が加えら
れ、その多くは現在、混雑課金が市民に受け入
れられる上で不可欠なものと考えられている。例
えば、課金ゾーン内の住民には90％の割引が与
えられる4。

デロイト グローバルのスマートシティ構想
世界各地の都市は、何世代にもわたって築き
上げてきた独自の文化や特徴を未来に残し
ていくため、テクノロジーを活用している。同じ
経験をしている都市は2つとないが、多くの都
市が同じ教訓を得ている。それは、今後都市
が辿る道は、利用されるテクノロジーの数では
なく、それらをどれだけうまく連携できるかに
よって決まる、ということだ。
デロイトの360°スマートシティフレームワークは、
新たなツールによって都市生活を向上させ
る方法を、都市のステークホルダーが共通の
言語で議論することを可能にする。スマート
シティは、経済、モビリティ、安全・安心、行
政・教育、生活・健康、環境・エネルギーの
領域にわたって「インフラ」の定義を拡大し、
従来の課題の間に新たなつながりを見出し
ている。
各クライアント事例の中で、また今後紹
介する多くのクライアント事例の中で、
人々は自分たちの環境をより健康的で、
より環境に優しく、より豊かにし、住民の
日常的なニーズに応えられるようにする方
法を模索している。それらの事例から私た
ちは何を学ぶことができるだろうか。
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技術面では、市は失敗のリスクを軽減するため
に、実績のある技術を導入した。ロンドン交通
局は本番稼働を想定したシナリオを策定し、そ
れを使って稼働開始日に先立って運用プロセ
スおよび緊急時の意思決定プロセスをテストし
た。このアプローチにより、ロンドン交通局はプロ
ジェクトリスクや実施リスクを重視する姿勢から、
積極的な緊急時対応計画の策定へと移行す
ることができた。運用面では、市はスキームの稼
働後に使用する運用プロセスを策定した。

最終的に、このスキームは2003年2月に稼働し、
それ以来ロンドン中心部で大幅な交通量削減
効果をもたらしている。稼働開始から1年後に
実施した混雑状況の測定では、平均30％の
混雑減少となった。ロンドンの交通量は減少し、

その傾向がより顕著であるロンドン中心部では、車
両走行距離が2000年から2012年の間に23％減
少した5。さらに、ロンドン中心部における自動車の
利用は、2000年から2014年の間に53％減少した。
同時期に、バスの通勤利用は60％、自転車の通
勤利用は203％増加した6。

課金スキームは、稼働開始以来多くの変化を遂げ
てきた。例えば、支払い方法は、SMSをベースにした
シンプルなものから、毎月の支払いを照合してクレ
ジットまたはデビットカードに請求する直接自動支払
いオプションへと移行した7。また、このスキームにより
混雑課金ゾーンのスペースが解放されたため、ロンド
ン交通局はこのスペースを利用して公共交通機関、
歩行者、自転車の通行を優先させている。

しかし、近年、公共事業による道路工事の増加や
一般的な開発活動、ロンドンでの一大建設ブームに
より、混雑課金ゾーン内の交通速度が低下している
8。さらに、ロンドンにおけるタクシー配車やEコマース企
業の台頭により、道路を走る車両の数が増加し、
近年渋滞が悪化している9。

2003年から2013年にかけて、混雑課金からの純
収入の約12億ポンドが、バス網の整備、道路や
橋の改良、歩行・自転車のスキームに投資された10。
代替交通手段への投資により、ロンドンの住民の生活
の質は大きく向上した。
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